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Ⅰ　はじめに
　知的障害特別支援学校高等部（以下、高等部）に在籍する生
徒の増加と、それに伴う教育的ニーズの多様化、卒業後の進路
状況と関係する近年の産業構造の変化は、これまでの高等部の
取組に大きな変化を及ぼしている。
　平成25年度より全面実施された特別支援学校高等部学習指導
要領総則には、「学校においてはキャリア教育を推進するため
に、地域や学校の実態、生徒の特性、進路等を考慮し、地域及
び産業界や労働等の業務を行う関係機関との連携を図り、産業
現場等における長期間の実習を取り入れるなど就業体験の機会
を積極的に設けるとともに、地域や産業界の人々の協力を積極
的に得るように配慮するものとする」、「生徒が自己の在り方生
き方を考え、主体的に進路を選択することができるよう、校内
の組織体制を整備し、教師間の相互の連携を図りながら、学
校の教育活動全体を通じ、計画的、組織的な進路指導を行い、
キャリア教育を推進すること」（文部科学省，2009）と述べら
れている。キャリア教育と就業体験の充実は、各校高等部おけ
る喫緊の課題の一つである。この課題解決に向けて、各校では
新たな教育課程の編成等が進められている。東京都教育委員会
では、学習指導要領の改訂に先立って、既に平成19年には、新
たな作業学習として「清掃」「事務補助」「接客」の他、企業等
からのアドバイスを取り入れた授業改善、作業室環境の整備等
を提言している（東京都教育委員会，2007）。
　渡辺（2009）は、知的障害高等特別支援学校及び職業学科や
普通科に職業コースを設置している高等部70校を対象に、教科
「流通・サービス」の実施状況を調査している。その結果、回
答のあった58校のうち、25校（43％）が「流通・サービス」分
野の学習を実施、またはかなり取り入れていると回答する結果
を得た。現学習指導要領実施前の数値ではあるが、高等部を取
り巻く様々な変化を見据えた取組であることが推察される。現
在の実施状況は、相当の上昇傾向にあることが予想される。
　新潟県では、平成23年度より、一般就労を目指す生徒の進路
実現を図るために、職業教育に関する学習を主とする職業学級
を高等部３校（江南高等特別支援学校、吉川高等特別支援学
校、月ヶ岡特別支援学校）にパイロット的に設置し、専門的な
取組を実施している。学校における職業に関する指導や企業等
における実習を繰り返すことで、職業教育の進展、より実践的
な生徒の学びの促進、各種技能検定受検者の増加等、その成果
が報告されている（新潟県教育委員会，2012）。
　併せて、学校での学びを卒業後の企業や福祉事業所等へ移行
し、個に応じた支援を継続していくには、学校と関係諸機関と
の十分な連携が必要である。中央教育審議会では、「教員が多
くの仕事について実感を持って指導することは困難な場合が多
い。このため、地域・社会に数多く存在する社会人・職業人と
しての知識・経験が豊富な者の学校の教育活動への参画を得る
ことが不可欠である」、「産業界との連携については（中略）、
その調整に課題が見受けられる。このため、PTA、校長会、
自治会、経済団体・職能団体、労働組合、NPO等の協力を得
て協議会を設置することや（中略）、各学校と地域・社会や産
業界との連携を調整すること」と述べられている（中央教育審
議会答申，2011）。このように、学校と外部機関との連携を整
備することは、生徒のキャリア形成を育て深化させることに寄
与すると捉えることができる。
　京都市では、特別支援学校に在学する生徒の進路先の開拓
や、教育、労働、医療、福祉等とのより緊密な連携を図るため
に、特別支援学校や京都市教育委員会、就業・生活支援セン
ター等とつながるネットワーク（巣立ちのネットワーク）を構
築している。このネットワークが生徒の就労を支えるととも
に、雇用の広がりにも影響を与えている。また、市立特別支援
学校と企業が連携しながら、長期の職場実習や職業教育、キャ
リア教育の推進や進路先の開拓等についても検討している。市
内の大企業も連携企業になっており、高等部1年次からの長期
に渡る職場実習が可能になっている（京都市立白河総合支援学
校，2008）。
　岐阜県各務原市立養護学校では、校内に地域支援センターを
設置している。ここでは、「研修」「追指導」「相談」の３つの
取組を柱に事業を展開している。学校内にセンターを置くこと
で、卒業生への丁寧な支援が実施できる他、学校を中心に据え
た様々な事業が行われている。各地域に根差した個性的な取組
が、着実な成果を上げていることが分かる。
　長岡市立総合支援学校（以下、本校）でも、高等部における
生徒の増加と、多様な教育的ニーズへの対応、個に応じた進路
実現は重要な学校課題である。本校は平成20年度より、長岡市
教育委員会とともに高等部における新たな教育課程編成に向け
た調査・研究と、校内における検討を開始した。併せて、特別
支援教育と近接領域にある福祉との更なる連携に向けて、「必
要な機関とその機能は何か」、「どのような事業展開が有効なの
か」という点についても議論を重ねてきた。その結果、平成24
年度には、校名を養護学校から総合支援学校へ変更し、高等部
において新たな教育課程を編成するとともに、福祉との連携を
果たす「総合支援室」が開設された。
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　本稿では、総合支援室が主催する「生徒の自立を考える連絡
協議会」の取組を紹介する。その上で、高等部における教育の
在り方、学校と関係諸機関等との連携に関する課題について述
べる。
Ⅱ　長岡市立総合支援学校の概要
　本校は、小学部、中学部、高等部のある長岡市唯一の知的障
害特別支援学校として平成６年に開校した（高等部設置は平成
11年）。学校教育目標「私らしくしあわせに」のもと、その人
らしい生活（特性、個性、ニーズに応じた生活・社会参加）の
実現に向けて、家庭、地域、関係機関と連携した取組を展開し
ている。
　この10年間、児童生徒数は増加傾向にあり、平成25年４月現
在、在籍者の60％が高等部の生徒である（図１参照）。
Ⅲ　総合支援室の目的と業務内容
１　設置目的
　教育と福祉との連携、一体化を目指し、平成24年度に本校内
に長岡市が設置した。本校に在籍する児童生徒及びその卒業生
等に対して、教育、福祉、医療、労働等に係る関係機関との連
携を図り、それらと一体となった総合的な支援体制を構築する
ことを主な目的とする。
２　主な業務内容
（1）在籍児童生徒の生活や就労に関する相談支援
①生活支援
　児童生徒の生活上の問題に対して、必要に応じて関係機関と
の連携を図る。支援会議の開催をコーディネートする等、問題
解決を支援する。
②就労支援
　校内の進路指導部と連携しながら進路先開拓、現場実習巡回
指導を行う。
（2）卒業後の就労や社会的自立に向けた相談支援
①在籍生徒の移行支援
　高等部卒業後の受入事業所や企業、関係機関との連携を図
る。移行支援会議の開催をコーディネートし、生徒の理解とス
ムーズな移行を目指す。
②進路定着支援
　卒業後３年間を目途にアフターケアを実施する。進路先を訪
問し状況を確認しながら、必要に応じて関係機関との情報共有
を図る。進路先にかかわる問題等に対して、関係機関とともに
その解決を目指す。
（3）関係機関との密接な連携の確保
①「生徒の自立を考える連絡協議会」の開催
　福祉事業所、企業、行政等が集まり、それぞれの役割や支援
の在り方等について協議し、理解を深める。
②「福祉サービス説明会」の開催
　福祉サービス等の利用について、長岡市福祉課担当者等によ
る保護者向け説明会を開催する。
③「地域情報シート」の作成・照会
　長岡市内の医療機関、各種生活及び余暇利用施設等、障害の
ある方にやさしい社会資源の情報を提供する。
（4）市内保育園・幼稚園、小中学校、高等学校等の特別支援
教育に関する相談支援
　校内の地域支援相談部と連携し、長岡市内の保育園・幼稚
園、小中学校、高等学校等からの相談に対応する。校内の特別
支援教育専門相談員や長岡市教育委員会、教育センターへつな
ぎ、問題解決を目指す。
　特別支援教育専門相談員とは、長岡市内の小中・総合支援学
校に勤務する専門性をもつ教員を意味する（以下、専門相談
員）。学校等からの相談依頼に応じて、長岡市教育委員会が専
門相談員を派遣、問題解決に向けて支援する役割を担う。
Ⅳ　生徒の自立を考える連絡協議会の開催
　前述の主旨に基づき、平成24年度から年間２回定期的に開催
され、現在まで４回実施された（平成25年11月末現在）。これ
までの連絡協議会（以下、協議会）の概要を表１に示した。以
下では、協議会で検討された内容について記述する。
１　第１回協議会について
（1）協議題
　生徒の意欲と「働く力」「生きる力」を育てるための学校・
福祉・労働等、関係機関の役割について。
（2）参加者
　福祉事業所関係者24名、一般企業関係者12名、行政関係者13
名、その他５名（計54名）であった。
（3）協議内容　
　初めての開催であったが、関係機関より54名が参加した。始
めに高等部授業見学（作業学習・自立活動）を行い、具体的な
生徒のイメージをもって協議に臨んだ。協議題のもと、一般企
業（実習等協力先、雇用先）及び福祉事業所より現状報告や取
組の実際等、多数の発言があり、情報を共有することができ
た。
（4）第1回協議会事後アンケートの内容
　福祉事業所関係者からは、「学校の取組をもっと地域社会に
公開し、相互理解を深めていく場になるとよい」「障害者の就
労支援と連携するシステムについて協議できるとよい」、一般
企業関係者からは、「もっと多くの企業の参加が必要である」
「就労について、学校と関連企業がノウハウを交換する場とし
て活用したい」等の回答があった。
２　第２回協議会について
（1）協議題
　生徒の意欲と「働く力」「生きる力」を育てるための学校・
福祉・労働等、関係機関の役割について〈事前調査から見た成
果と課題〉図１　在籍児童生徒数推移
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（2）参加者
　福祉事業所関係者24名、一般企業関係者８名、行政関係者10
名、その他４名（計46名）であった。
（3）事前調査の回答結果について
　参加予定者に事前調査を依頼した。調査内容は「本校とのか
かわりの形態」、「本校生徒・卒業生とのかかわりにおいて工夫
していること」、「本校とのかかわりにおける成果」、「本校との
かかわりにおける課題」、「その他」の５点であった（複数回答
可）。126箇所へ送付し、38箇所から回答を得た。記述式の回答
について内容を筆者らが分析し、同一のカテゴリー毎に集計し
た。
1）本校とのかかわりの形態について
　最も多いのが「実習先」（68％）であり、続いて進路先
（45％）であった。件数は少ないものの、相談支援事業所等の
支援機関（16％）、作業協力事業所（13％）等、多様なかかわ
りの形態を把握することができた（図２参照）。
2）本校生徒・卒業生とのかかわりの工夫
　「場所」（47％）、「時間」（42％）、「サポート体制」（32％）、
「人的配置」及び「業務・活動内容」（26％）の回答を得た。
個々の特性に配慮した様々な工夫が行われていた。「家庭との
連携」（21％）は、全体では低い結果に留まっていた。（図３参
照）
3）本校とのかかわりの成果
　「情報共有」「連携協力」「相互理解」がそれぞれ33％であっ
た。各機関とのかかわりを通して、いずれも大事な３点が成果
として認められた（図４参照）。
4）本校とのかかわりの課題
　連携協力（43％）、情報共有（26％）、相互理解（13％）、カ
リキュラム（13％）であった。成果として確認された３点が課
題としても捉えられた。必要な情報を通して、更なる連携・協
力体制の構築、生徒や卒業生の障害特性等を踏まえた深い理解
が求められている。「カリキュラム」は、指導内容や教育課程
の理解に関する指摘である。本校における学習の目的、内容等
について、機会を捉えて広く周知していく働きかけが必要であ
る（図５参照）。
図２　本校とのかかわりの形態
図３　本校生徒・卒業生とのかかわりの工夫
図４　本校とのかかわりの成果
図５　本校とのかかわりの課題
表１　協議会の概要
第１回 第２回 第３回 第４回
開催期日 平成24年７月18日 平成24年12月4日 平成25年７月10日 平成25年11月26日
協議題 〈生徒の意欲と「働く力」「生きる力」を育てるための学校・福祉・労働等、関係機関の役割について〉
参加者 54名 46名 57名 41名
協議の形態 全体会 協議１ 協議１ 協議１
〔事前調査による情報共有〕〔関係機関による話題提供〕〔テーマ別グループワーク〕
協議２ 協議２ 協議２
〔全体会〕 〔全体会〕 〔全体会〕
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（2）全体会について
　事前調査の結果を参加者全体で共有した後、高等部授業見学
（作業学習・自立活動）を経て、全体会に臨んだ。作業技術の
向上だけでなく、身辺自立の力を高めるアプローチ、家庭の役
割等について課題を指摘する意見が多数みられた。
（3）第２回協議会事後アンケートの内容
　福祉事業所関係者からは、「学校と他機関との情報交換や連
携の在り方を見つめ直し、より良い支援につなげたい」、一般
企業関係者からは、「実際に就労している本人や家族の話を参
考にしたい」、その他「生徒の理解が何よりも大事。社会への
橋渡しとして、この協議会の重要性を感じた」等の回答があっ
た。
３　第３回協議会について
（1）協議題
　生徒の意欲と「働く力」「生きる力」を育てるための学校・
福祉・労働等、関係機関の役割について〈事例から考える〉
（2）参加者
　福祉事業所関係者35名、一般企業関係者10名、行政関係者９
名、その他３名（計57名）であった。
（3）協議内容について
　一般企業、福祉事業所等の関係機関４者より、それぞれの場
における具体的な取組について話題提供を行った（協議１）。
その後、高等部授業見学（作業学習・自立活動）を経て、協議
２を行った。前段の話題提供を踏まえ、利用者の望ましい生活
習慣の定着を図ること、そのためには家庭との連携が重要であ
ることを確認した。
（4）第３回協議会事後アンケートの内容
　福祉事業所関係者からは、「土台となる生活面が卒業後もク
ローズアップされる。家庭との連携は重要である」、「事例を通
して生活する力の大切さを感じた」、一般企業関係者からは、
「自己決定、働く意欲の育成が重要である」、「他の事業所等の
取組が参考になった。事業所間ネットワークの構築ができると
良い」等の回答があった。
４　第４回協議会について
（1）協議題
　生徒の意欲と「働く力」「生きる力」を育てるための学校・
福祉・労働等、関係機関の役割・連携について〈グループワー
クを通して考える〉
（2）参加者
　福祉事業所関係者21名、一般企業関係者９名、行政関係者４
名、本校PTA会長１名、副会長３名、その他３名　（計41名）
であった。
（3）テーマ別グループワークについて
　各グループの協議題は、これまで３回の協議会の中で、大事
な視点として確認されたテーマを複数設定した。各グループ６
～７名の少人数構成により、それぞれ活発な協議が行われた。
以下、２つのグループについて概要を述べる。
1）グループ①「働くことに対する意識」
　福祉事業所を中心としたメンバー構成であった。働くことへ
の意識を育てる上で、「適切な目的、目標の設定」、家族のサ
ポートを背景とした「意欲の向上」、スキルを伸ばし成果の向
上を目指す「働く環境」の工夫、支援者が共通してもつ「職員
の意識」の４点を導くことができた。個々の目標設定に対する
確かな評価が、新たな目標への連鎖を生みだすことを、グルー
プ内で共有することができた。
2）グループ②「ネットワークづくり」
　一般企業を中心としたメンバー構成であった。卒業生を雇用
する事業所からは、ジョブコーチの活用や社内における障害者
理解研修を通した「組織内ネットワーク」の構築について提案
があった。また、企業間の連携が乏しい現状から、本協議会を
契機として他社とのつながりを広げること、より大きなネット
ワークの中で障害者雇用について検討する方向性をグループ内
で確認した。
（4）第４回協議会事後アンケートの内容
　福祉事業所関係者からは、「生きる力、働く力は家庭での基
本的な生活習慣や社会経験がベースになっている点について意
見交換できた」、「日々の実践の振り返り、修正の機会を得られ
た」、一般企業関係者からは、「就労する当事者、企業、家庭、
学校の４者がいかに連携し問題を共有できるかが大事である」、
「他の企業の取組が分かった。良い面は当社でも取り入れた
い」等の回答があった。
Ⅴ　まとめ
１　参加者数の推移から
　第１回から第４回までの協議会開催案内配付数と参加者数を
図６に示した。開催案内は、生徒の実習先や雇用先等、本校と
かかわってきた関係機関に配付しており、この２年間で配付数
は約1.4倍に増加している。本校の教育内容や取組への理解が、
徐々に広がっていると捉えることができる。しかし、協議会へ
の参加者数は50人前後で横ばいである。これまでの協議を通し
て、各機関の連携、ネットワーク構築の意義については確認さ
れてきた。また、参加企業の増加、横のつながりの拡大を期待
する声も聞かれた。今後は参加者数を増やし、更なる連携を広
げる工夫が必要だと考える。
２　連携の質的向上を目指して
　２年間に渡り計４回の協議会開催を通して、共有された
キー・ワードは次の３点である。
（1）情報の共有
　当事者の特性、良さや強み、課題等、正確な情報を関係機関
で共有する。学校教育から福祉・労働・医療への移行に当たっ
ては、確実に情報が伝達されるツール（個別の教育支援計画、
長岡市の相談支援ファイル〈すこやかファイル〉）を十分に活
図６　開催案内配付数と参加者数
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教育・福祉・労働等の他機関との連携を図る総合支援室の取組－「生徒の自立を考える連絡協議会」に焦点を当てて－
用していくことが求められる。
（2）ネットワーク
　相互に顔が見える関係性を構築する。学校、各事業所、行政
等、それぞれの取組を理解し合うことで、当事者に必要で質の
高い支援を提供することができる。今後は、小さなネットワー
クを広げていく試みが必要である。
（3）家庭との連携
　望ましい生活習慣の定着には、早期からの家庭との連携が欠
かせない。「学校と保護者は両輪であることを伝えていく必要
がある」、「生活習慣の定着は家庭の役割。家庭のルール、在り
方を見直す必要がある」等、協議を通して大事な視点を得るこ
とができた。
　上記の３点が実行性をもつには、当事者及び保護者と各関係
機関とが、信頼できる関係性を構築していることが前提であ
る。双方向のコミュニケーション、小さな成果を共有するこ
と、当事者へ寄り添った支援等、日々の取組の積み重ねが信頼
関係につながることを参加者間で共有できた意義は大きい。
３　今後の課題
　総合支援室には、前述の３つのキー・ワードを学校教育の場
に提言していく役割が求められる。機会を捉え、広く小中学
校・高等学校等へ発信し周知を図りたい。キャリア教育の充
実、将来の豊かな地域生活を目指し、本協議会での知見を生か
したい。清原（2012）の取材を通して涌井は、障害者雇用及び
地域づくりについて「いままでは障害者問題に特化していまし
たが、自殺や介護、虐待、失業の問題などを含めて、そういう
人たちを地域で支えるコミュニティを構築する時代がきたと思
います。（中略）『お互いさま』で支えあう地域づくりが、東日
本大震災でも遺産として一番残るのではないでしょうか」と述
べている。先の参議院本会議で障害者権利条約の批准が承認さ
れた。我国はインクルーシブ教育の方向を目指すことになる。
柘植（2013）は、「共生社会の実現（内閣府）とは、言い換え
れば、まさに、多様性から生じる様々な違いを大切にし、どの
ような人も、人権を大切にされ、楽しく豊かに過ごせる社会
を、この日本で作ろうとするものである。」と述べている。教
育と福祉が目指す方向性は同一であると捉えたい。
　一人一人の多様性を尊重し認め合うことが、支え合う地域づ
くりへの第一歩だと考える。本協議会のあゆみは、まだ緒につ
いたばかりである。ささやかな一歩ではあるが、児童生徒及び
卒業生の生活や地域づくりを支える取組として継続していきた
い。
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